（通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション）　　　令和６年６月版　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　届出が必要な加算（減算）の内容、必要書類　
　次ページの一覧表で確認してください。
その他確認が必要な書類の提出をお願いする場合があります。

２　届出時期
算定開始月の前月１５日（閉庁日の場合は翌開庁日）が締切りです。

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。）については、届出が１５日以前に

なされた場合には翌月から、１６日以降になされた場合には翌々月から、算定開始となります。
　　 事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合は、速やかにその旨の届出が必要です。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定はできません。また、体制を終了する場合にも、速やかにその旨の届出が必要です。

　 （注）介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等支援加算の添付書類（計画書等）については、前々月末日が締切りとなりますので、ご注意ください。
３　届出手順



郵送用宛名ラベル　　※こちらをコピーの上、使用されると便利です。


　　　〒　７００－０９１３　　
岡山市北区大供三丁目１－１８　　KSB会館４階

岡山市　事業者指導課　　　宛
＜体制届　（　　　　　　　　　　　　　　　　　）在中＞

　　

　
○介護報酬算定に係る体制等に関する届出

（通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション）

次の内容の加算（減算）等を算定しようとする場合は、事前に岡山市への届出が必要です。
届出をしていないと、サービスを提供しても報酬が支払われませんのでご注意ください。
	加算等
	提出書類

	施設等の区分（事業所
規模）の変更

※毎年度確認が必要
※事業所規模（通常規模⇔大規模）の変更は毎年３月１５日が締切りとなります。
ただし、（特例）該当の届出は前月１５日ごとに受け付けます。


	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
 ③事業所規模に係る届出書（市様式５－２）

   ※前年度の実績が６月以上ある場合には、前年度（３月を除く）

の１月当たりの平均利用延人員数を毎年度計算し、事業所規模に
　 　変更がある場合は届出が必要となる。
④運営規程

   ※前年度の実績が６月以上あり、４月１日に利用定員を２５％以上
変更して事業を実施する場合のみ添付。
　【＜参考＞大規模型事業所（特例）計算シートをご活用ください】
●（特例）にあたる場合には、（特例）の要件を満たしているか、「大規模型事業所（特例）計算シート」を活用し必ず毎月確認すること。（特例）の要件を満たさない場合は、速やかに（特例）取下げの届出をすること。
　●「大規模型事業所（特例）計算シート」については、提出の必要はございませんが、市から求めがあった場合には、速やかに提出することができるよう毎月記録・保存しておくこと。

	 人員欠如による減算

（減算の解消）


	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
 ③従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表《人員欠如が生じた月のもの》

　 《人員欠如が解消した場合は解消した月のもの》　
   ※従業者に欠員が生じている状態が継続する場合には、速やかに

岡山市に連絡してください。

	 高齢差者虐待防止措置実施の有無
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）


	 業務継続計画策定の有無
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）

	 感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合の対応
※利用者数が減少した月の翌月１５日までに届出が必要です。


	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
③感染症又は災害の発生を理由とする通所介護等の介護報酬による評価届出様式、利用延人員数計算シート（通所リハビリテーション）
※新型コロナウイルス感染症を理由とした利用者数の減少による３％加算、規模区分の特例の取扱いについては、令和６年４月届出提出分（３月減少分）をもって終了。



○介護報酬算定に係る体制等に関する届出

（通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション）続き
	加算等
	提出書類

	時間延長サービス体制
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
③運営規程※時間延長サービスを行う旨を記載していること。

	リハビリテーション提供体制加算
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
③従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表《加算算定開始月のもの》

④理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の資格証の写し

	入浴介助加算
 （加算Ⅰ・加算Ⅱ）


	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
③平面図（浴室がどこか明記）

④写真（浴室・浴槽）

	リハビリテーションマネジメント加算
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
③従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表《加算算定開始月のもの》

④理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養士、歯科衛生士又は看護職員の資格証の写し

	リハビリテーションマネジメント加算に係る医師による説明
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）

	認知症短期集中リハビリテーション実施加算
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
③従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表《加算算定開始月のもの》

④理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の資格証の写し

⑤精神科医師、神経内科医師又は認知症に対するリハビリテーション

　に関する専門的な研修を修了した医師であることが確認できる書類

	生活行為向上リハビリテーション実施加算
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
③従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表《加算算定開始月のもの》

④理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の資格証の写し
⑤生活行為の内容の充実を図るための専門的な知識若しくは経験を有

する作業療法士又は生活行為の内容の充実を図るための研修を修了

した理学療法士若しくは言語聴覚士であることが確認できる書類

	若年性認知症利用者受入加算
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）


○介護報酬算定に係る体制等に関する届出

（通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション）続き
	加算等
	提出書類

	栄養アセスメント・栄養改善体制
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
③従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表《加算算定開始月のもの》

④管理栄養士の資格証の写し

（※外部との連携により、管理栄養士を配置した場合は、外部と連携したことが分かる契約書（協定）等の写し）

	口腔機能向上加算
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
③従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表《加算算定開始月のもの》

④言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員の資格証の写し

	中重度者ケア体制加算
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
③従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表《加算算定開始月のもの》

④中重度者ケア体制加算に係る届出書（別紙２２）
⑤利用者の割合に関する計算書（中重度者ケア体制加算）
（別紙２２－２）

⑥看護職員の資格証の写し

	科学的介護推進体制加算
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）

	移行支援加算

※毎年度確認が必要


	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
③通所リハビリテーション事業所における移行支援加算に係る届出書　（別紙２４）
※根拠書類例を添付すること。


	一体的サービス提供加算（介護予防のみ）
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）


	サービス提供体制強化

加算（加算Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ）

※毎年度確認が必要

※次年度に向けたサービス提供体制強化加算の変更は、毎年３月１５日が締切りとなります（年度途中から変更する場合には、変更月の前月の１５日まででも可）。


	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
 ③サービス提供体制強化加算に関する届出書（別紙１４－３）
※新たに事業開始する事業所については、４月目以降届出が可能となります。
④サービス提供体制強化加算に係る確認表（別紙１４－３付表）

⑤従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表《届出月の前月のもの》

⑥加算対象となる介護職員の資格証等の写し

※加算（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ）を算定する場合に添付。

⑦サービス提供体制強化加算に係る勤続年数１０年・７年以上の者の状　 況（市様式１３）
※加算（Ⅰ・Ⅲ）を算定する場合に添付。


○介護報酬算定に係る体制等に関する届出

（通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション）続き
	加算等
	提出書類

	介護職員等処遇改善加算
 ※③の計画書等は加算算定開始月の前々月末日が締め切りとなるので注意　


	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
③介護職員処遇改善加算計画書等
※添付書類については、別途「介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照してください。

	加算等の取り下げ


	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
③従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表《加算等の要件を満たして

いた最終月のもの》

※従業者の要件がある加算等の取り下げの場合のみ添付。

	実施単位数の変更


	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
③各種加算届出書その他請求に関する添付書類

	体制の終了
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）
③利用者の移行先一覧（任意様式）


※１　加算等の取り下げとは、事業所として加算等の要件を満たさなかった場合を指します。

※２　加算等の追加・取り下げの場合は、各事業所において、重要事項説明書に加算項目の追加・

削除を行ってください。
体制届（必要書類・提出方法）


※届出用紙は、事業者指導課のホームページからダウンロードできます。











郵送（〒）








必要書類の作成


①の事業所控えを取る。　→　保管


①を下記に郵送する。


〒700-0913 


岡山市北区大供三丁目1－18　KSB会館4階


 　 岡山市事業者指導課　　宛


（下記の郵送用宛名ラベルを活用してください。）





届出が必要な加算（減算）等の発生





一覧表で必要


書類等の確認





サービスの種類を記載してください。








